
「ベトナム向け輸出水産食品の取扱要綱」
の一部改正について

令和８年９月
水産庁加工流通課



○ ベトナムでは、従来から「包装された加工後の商品」は施設登録・衛生証明書不要と規定（政令第
15/2018/ND-CP号）されていましたが、実際には該当すると思われる製品についても施設登録が認
められており、衛生証明書による輸入が行われていました。

○ しかしながら、令和７年２月（R６年度第４便）の申請分以降、ベトナム当局が当該規定を厳格に
運用するようになり、「包装された加工後の商品」にあたるとされた一部の申請が却下されました。

○ 令和８年６月にベトナム当局から、改めて、当該製品については施設登録不要・衛生証明書不要と
の通知があったため、今般、「ベトナム向け輸出水産食品の取扱要綱」を改正することとしました。

１．改正の背景

令和７年
２月 ９月

10月
～11月

令和８年
６月 ９月

R6年度第4便として
33件申請。

R6年度第4便のうち
一部の申請が

「包装された加工後
の商品」にあたるとして

登録が却下。

該当の都道府県に通知し、
対応を検討。

登録が却下された
申請全件を、

R7年度第1便として
再申請。

ベトナム当局に対し
「包装された加工後

の商品」の衛生証明書の
要否を問い合わせ。

R7年度第1便のうち
再申請分が全件却下。

ベトナム当局から
R7年度第1便の

登録可否とともに
「包装された加工後
の商品」は施設登録が

不要である旨、
改めて通知。

衛生証明書も
不要である旨の
通知が接到。

ベトナム当局からの
通知を受けて、

「ベトナム向け輸出
水産食品の取扱要綱」

を改正。
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○ 「包装された加工後の商品（食用の水産動物由来の加工食品であり、かつ包装されラベルが貼られ
ているもの）」を要綱の対象外として整理しました。

○ 当該製品は、輸出にあたり施設登録及び衛生証明書の添付が不要とされています。

２．改正の内容
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【新要綱（抜粋）】

【包装された加工後の商品の例（令和8年6月8日付ベトナム農業環境省畜産・動物衛生局通知より）】 
水産由来の加工食品（茹でる、蒸す、煮る、乾燥、燻製、化学薬品で処理する、塩漬け、塩水に浸す、発酵など）
で、包装されているもの（包装済で、ラベルが貼られているもの） 



○ 「包装された加工後の商品」に該当するかは、最終的にベトナム当局が判断するものであるため、
水産庁では判断できません。各輸出事業者においては、必要に応じ、ベトナム輸入者との間で確認を
お願いします。

〇 施設登録について、申請があれば従前どおり受け付け、ベトナム側に提出しますが、「包装された
加工後の商品」と判断されればベトナム側で申請が却下される可能性があります。

○ 「包装された加工後の商品」は衛生証明書の発行対象外としますが、既にベトナム側の施設リスト
に登録されている製品が 「包装された加工後の商品」に該当しうるかどうかは、ベトナムの輸入業者
に確認し、該当しない可能性が高いとして衛生証明書が必要と判断された場合は、証明書の申請をし
てください。

○ 「包装された加工後の商品」については、ベトナム側では「自己公表制度」による流通が想定され
ています。従来の対応が認められないリスクを考慮し、輸出者において必要な手続を確認の上、適切
に対応してください。

３．改正後の当面の取扱い（経過措置）

該当するかの判断は、必要に応じて
ベトナム輸入業者との間で確認し、
各事業者で行ってください。
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該当しない 該当する

従来の手続
（施設登録＋衛生証明書）

自己公表

「包装された加工後の商品」に該当するか

ベトナム側の施設リストに既に登録されている
品目は、過去の審査においてベトナム当局が承認
していることから、現時点では「包装された加工
後の商品」に該当しないものとして取り扱われて
いると考えられます。

このため、ベトナム輸入業者が衛生証明書を必
要とする場合は、従前どおり衛生証明書の発行申
請を受け付けることとしています。



○ 「自己公表制度」は、包装された加工後の商品等について、事業者が自ら商品の安全性を確認し、
公表することで、ベトナム国内で販売・流通できる制度です。

４．ベトナム側における「自己公表制度」について
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【政令第15/2018/ND-CP号（vn_foodsafety.pdf）
第４条、第５条より】

 制度の対象：包装された加工後の食品等
 自己公表に必要な書類：自己公表書（右記）、食品安

全検査結果表（12か月以内）
 手続きの主体：ベトナム側の輸入業者等
 手続きの流れ：

① 必要書類を準備
② 自社HP等で公表
③ 地方当局に提出（郵送または持参）
④ 提出後、直ちに商品の販売・流通等が可能

（※ 当局による事前承認は不要。
 書類受領後、当局はHPに企業名と商品名を掲載）

 注意点：
・ 提出書類はすべてベトナム語で作成。外国語資料  

 は、ベトナム語翻訳が必要。
・ 商品名、原産地、成分の変更時は再公表が必要。

 その他の変更は、当局へ書面通知。 ▲製品自己公表書の様式
（政令第15/2018/ND-CP号をJETROが仮訳）

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/vn/business/pdf/vn_foodsafety.pdf
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